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1. 事業の全体像 

1.1 本事業の目的 

令和８年度以降、順次利用開始される「介護情報基盤」に格納するケアプラン情報は、ケアプランデー

タ連携システムを介して介護情報基盤に収集することが見込まれており、円滑な利用開始のためにも、

ケアプランデータ連携システムの利用を加速化させ、早期に利用事業所を増やす必要がある。 

特に、自治体主導で事業所グループを作り、面的に利用促進を図ることが有効であり、令和５年度補

正予算において「ケアプランデータ連携による活用促進モデル地域づくり事業」を実施している。また、令

和７年度より適用される標準仕様 Ver4.1 では正式に介護予防支援に対応し、地域包括支援センター

での活用が期待されている。 

さらに、一部自治体では令和６年度より地域包括支援センターを中心としたケアプランデータ連携の

普及活動に取組しており、令和 7 年度には上記の標準仕様の改定により、さらにその取組が進められる

ことが想定される。先行事例の鳥取県米子市では令和 6 年度に地域包括支援センターを中心にして面

的に利用を拡大していく手法を実施し、令和 7 年 2 月 21 日時点で申請数 111 件、申請率 33.0%ま

で増加している。本事業では、米子市等の先行自治体での取組を参考にした地域包括支援センターを

中心としたモデル作りや効果検証を行う。 

1.2 本事業の実施内容 

本事業では、以下の事項について実施した。 

(1) 検討委員会の開催 

本事業の推進、成果の通りまとめ等について検討を行うため、検討委員会を 3 回開催し

た。 

(2) 令和６年度「ケアプランデータ連携促進モデル地域づくり事業」を実施した自治体の事例把握 

別途実施の「介護情報基盤の活用促進を見据えたケアプランデータ連携効果測定等事

業」の受託者と連携し、自治体向けアンケートの回答内容を精査した上で、５カ所の保険者や

地域包括支援センターに対して、より詳細な情報収集を目的としたヒアリング調査を実施し

た。 

(3) 地域包括支援センターを中心としたモデル事業の実施 

地域包括支援センターを中心にして面的に利用を拡大していく手法について、モデル地域

を３か所程度選定し、ケアプランデータ連携システムの普及促進を実施した。 

(4) 地域におけるデータ連携促進モデルの手引きへの事例提供 

２,３を通して把握した事例について幅広く周知を行うため、厚生労働省「地域におけるデー

タ連携促進モデルの手引き」への事例の追加を検討した。 

(5) 報告書の作成 

本事業の検討内容を報告書に取りまとめた。 
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1.3 検討委員会の開催 

1.3.1 委員の構成 

検討委員会の委員構成は以下の通り。 

 

図表 1-1 検討委員会 委員構成 

氏名 所属 

◎生田 正幸 関西学院大学大学院 人間福祉研究科 非常勤講師 

泉 明男 公益社団法人 国民健康保険中央会 介護保険課 主任 

伊丹 さち子 全国地域包括・在宅介護支援センター協議会 制度･政策委員会 委員 

社会福祉法人 仙台ビーナス会 西中田地域包括支援センター 所長 

鎌田 大啓 株式会社 TRAPE 代表取締役 兼 CEO 

日下部 竜太 一般社団法人全国介護事業者連盟 通所サービス在り方委員会 副委員長 

東京都支部 幹事 

株式会社 RARECREW 代表取締役 

七種 秀樹 一般社団法人日本介護支援専門員協会 副会長 

酒井 宏和 一般社団法人『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会 理事 社会

福祉法人うねび会 理事長 

中村 直輝 長崎県福祉保健部 長寿社会課 課長  

早川 小まり 岡崎市福祉部 ふくし相談課 主査  

峯岸 秀行 仙台市役所健康福祉局保険高齢部 地域包括ケア推進課  

地域包括支援係長 

吉田 肇 千歳市向陽台区地域包括支援センター センター長 

特定非営利活動法人ちとせの介護医療連携の会 事務局長 

◎委員長 敬称略・五十音順 

（所属は令和 8 年 3 月時点） 

 

図表 1-2 検討委員会 オブザーバー 

氏名 所属 

和田 淳平 厚生労働省 老健局 高齢者支援課 介護業務効率化・生産性向上推進室 

室長補佐 

長谷田 麗子 厚生労働省 老健局 高齢者支援課 介護業務効率化・生産性向上推進室 

介護業務効率化推進官 

田中 翔 厚生労働省 老健局 高齢者支援課 介護業務効率化・生産性向上推進室 

生産性向上推進官 

土本 ひより 厚生労働省 老健局 高齢者支援課 介護業務効率化・生産性向上推進室 
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企画調整係 

高橋 瞬 厚生労働省 老健局 高齢者支援課 介護業務効率化・生産性向上推進室 

企画調整係 

敬称略 

（所属は令和 8 年 3 月時点） 

 

1.3.2 検討委員会の開催状況 

検討委員会開催状況は下記の通り。 

 

図表 1-3 検討委員会の開催日と主な議題 

回 開催日 開催日 

第 1 回 令和７年 10 月 14 日（火） ⚫ 事業の目的、年間計画の確認 

⚫ 令和６年度モデル地域づくり事業の事例把握

の実施計画について 

⚫ 地域包括支援センターを中心としたモデル事業

の実施計画について 

第 2 回 令和８年１月 15 日（木） ⚫ 令和６年度モデル地域づくり事業の事例把握

の調査結果について 

⚫ 地域包括支援センターを中心としたモデル事業

の実施状況について 

第 3 回 令和８年３月６日（金） ⚫ 地域包括支援センターを中心としたモデル事業

の結果について 

⚫ 報告書案について 
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2. 令和６年度「ケアプランデータ連携促進モデル地域づくり事業」を実施した

自治体の事例把握 

2.1 調査目的 

令和６年度「ケアプランデータ連携促進モデル地域づくり事業」を実施した自治体や、ケアプランデー

タ連携システムの登録率が高くなっている先行自治体における地域包括支援センター等を対象に、地域

包括支援センターを中心としたケアプランデータ連携システムの普及促進の取組について調査し、他の

自治体の参考となりうる事例を収集することを目的として実施した。 

2.2 調査対象 

別途実施の「介護情報基盤の活用促進を見据えたケアプランデータ連携効果測定等事業」の受託者

と連携し、自治体向けアンケートの回答内容を精査した上で、調査対象を選定した。 

 

図表 2-1 調査対象の自治体 

地域 所属する自治体 運営形態 種類 

地域包括支援センターA 市 

（人口 5 万人以下） 

直営 基幹型 

地域包括支援センターB 町・村 

（人口 5 万人以下） 

委託 ブランチ 

地域包括支援センターC 町・村 

（人口 5 万人以下） 

直営 基幹型 

地域包括支援センターD 町・村 

（人口 5 万人以下） 

直営 基幹型 

自治体 A 市（人口10万人以上15

万人以下） 

- - 

 

2.3 調査方法 

オンラインで実施。 

2.4 調査期間 

令和 7 年 9 月 30 日～令和 7 年 11 月 13 日 
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2.5 調査結果 

下記に各地域におけるケアプランデータ連携システムの導入促進に関する取組について、聞き取った

内容をまとめる。 

2.5.1 地域包括支援センターA 

システム利用率  市内のおよそ 62%でシステムを利用されている 

取組概要  令和５年秋ごろよりケアプランデータ連携システム導入に向けて、市先

導の取り組みを開始。 

 市唯一の直営の地域包括支援センターを通じて、ケアマネ研修会の開

催に合わせて周知・説明等を実施。 

 年に１回程度、システムを使ってみてのメリット・デメリットの整理を行っ

ている。 

工夫点  市直営の地域包括支援センターが先陣を切るという姿勢を見せたこと

が効果的であった。 

 取組開始当初、まずは試行運用に協力いただける事業所を募集した。 

 導入する事業所へは、システム利用のメリットだけでなく、デメリット及

びその対応策まで説明を行った。 

 システムの利用に関する事業所からの問い合わせにも、これまでに蓄

積したナレッジから対応している。 

課題点  利用している介護ソフトでは地域包括の委託分の介護予防ケアプラン

については連携ができない。 

 特に加算に係るエラーが多い。主にヘルプデスクではなく、介護ソフトベ

ンダーに問い合わせをして解決を図っている。 

 実績報告で来訪された際に紙媒体を提出するという従前の方法が残っ

た形で、紙とデータとの両方を提出している事業所もある。事務手続き

の中でも、データでエラーが出た場合に、紙をみて確認するプロセスが

残っており、紙の使用量の変化は実感していない。 

 紙の提出が先で、データが来るまでに時間を要することがある。 

今後の取組  市のデータ連携の現状を、継続的にケアマネ会議で発信 

 一度も連携したことがない利用者がいる事業所には声掛けを実施 
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2.5.2 地域包括支援センターB 

システム利用率  32%（24/76 事業所：2025 年８月時点） 

取組概要  令和７年４月に町と２つの地域包括が連携して普及促進に取り組むこと

を公的にアナウンス。事業所へ個別に使用している介護ソフトの聞き取

りと導入意向の確認を実施。開設して間もない包括であったことから、

ケアプランデータ連携システムをきっかけに事業所との関係構築をする

狙いもあった。 

 ５月に全体の参加意向数を公表。全体の５～７割が導入する方針であ

ることを示す他、再度個別に事業所へ電話や訪問により導入の呼びか

けを実施。 

 事業所の利用登録時に電話連絡や同席をし、介護ソフトごとの「躓く部

分」を現場で確認。 

 ６月の連絡会にて再度導入状況のアナウンスとともに参加への呼びか

けを実施。その後各事業所を回って利用登録を個別サポート。包括が

不明点等問い合わせの窓口となって、解決策を共有していた。 

工夫点  はじめに介護保険課と２つの包括との連携で取組開始の文書を発出。

（町からの文書があることで、取組を推進しやすかった。） 

 管轄外の近隣自治体事業所にも出向いて取組について周知。 

 問い合わせ窓口を包括に１本化して躓きポイントと解決策の知見を集

約・蓄積。 

 他事業所の参加意向状況の公表による機運醸成。 

 定期訪問による継続的な伴走支援。 

課題点  ケアプランデータ連携システムに対応していない介護ソフトを使用して

いる事業所にとってはメリットが少なく普及促進が難しい。 

 システムを登録しただけでは必ずしも稼働率向上（利用定着）に繋がら

ない。 

今後の取組  稼働率向上のためのサポートを目的とした、定期的な個別訪問の継続

的実施。 
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2.5.3 地域包括支援センターC 

システム利用率  93%（25/27 事業所：2025 年８月時点） 

取組概要  町内の先進的なデイサービス事業所から使い勝手の良さを聞いていた

こと、国が促進を図っていることを町としても推し進める使命感、給付管

理を効率化させる必要性の３つを動機に取組を開始した。 

 町内の事業所に対して地域ケア会議等の場を活用して PR・説明を行っ

た。 

 導入に後ろ向きな事業所に対しては個別のアプローチやサポートも実

施した。 

工夫点  包括がサポートすることを提案するようにしていたが、一度導入すれば

そこまでサポートも必要なく円滑に使えるシステムである。 

 導入までに不安を感じないように、初回の連携等試行段階では丁寧に

サポートをしている。 

課題点  町外の事業所や、福祉用具貸与事業所に導入していただくことが難し

い。福祉用具貸与については実績が複雑ではないため、導入の効果が

感じられにくいのかもしれない。 

 システムの使用を担当する職員が固定化しやすく、その職員が対応で

きなかった時には課題が生じる。 

今後の取組  町外事業所及び福祉用具貸与事業所へのアプローチを実施する。 

 

2.5.4 地域包括支援センターD 

システム利用率  100％（7/7事業所：2025年８月時点） ※地域包括支援センターとそ

の併設事業所 

取組概要  県の補助金交付の通知を受けて導入の方針を決定。近隣の市町村との

合意のもとの決定であったが結果的に他市町村ではあまり普及してお

らず、村内での併設サービス事業所との連携を実施。 

工夫点  特段ないが、操作に困ったらマニュアルをみて都度解決されている。 

課題点  連携をした実績の反映が上手くいかないことがある。 

 近隣の他事業所では導入されておらず、連携先が広がらない。 

今後の取組  これから導入予定の事業所との新たな連携を開始する。 
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2.5.5 自治体 A 

システム利用率  ３％（12/376 事業所：2025 年８月時点） 

取組概要  令和６年度の市内ケアマネ向け研修会にて、通常の内容終了後に１時

間程度ケアプランデータ連携システムに関する研修を実施。講演は三重

県生産性向上センターへ依頼。 

 令和７年度より県のモデル事業に参画。市内の６つの地域包括支援セン

ターへ説明を実施。 

工夫点  モデル事業は開始したばかりのため、効果等はまだ実感していない。 

課題点  モデル事業及び研修会への事業所の参加率が低い。連携先が少ないう

ちは事業所側にメリットを感じていただくことが難しいと感じている。 

 説明を実施した６つの包括以外は社協へ委託している地域包括だが、

導入には慎重になっている。経営層に話をしている所であるが、今後ど

う巻き込むかが課題である。 

今後の取組  ケアマネ研修会においてケアプランデータ連携システムに関する周知

を、メーリングリストの活用やチラシの配布等を通じて実施予定。 
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3. 地域包括支援センターを中心としたモデルづくり事業の実施 

3.1 調査目的 

地域包括支援センターを中心にして面的に利用を拡大していく手法について試行し、事例化を行うこ

とを目的として実施した。 

3.2 事業対象・実施内容 

別途実施の「介護情報基盤の活用促進を見据えたケアプランデータ連携効果測定等事業」の受託者

と連携し、自治体向けアンケートの回答内容を精査した上でモデル地域を選定した。また、それぞれの地

域との調整のもと、個別に実施内容を決定した。 

それぞれの自治体において、取組の中心となる地域包括支援センターを選定した上で普及戦略を策

定した。 

図表 3-1 事業対象の自治体と実施内容 

自治体名 自治体規模 実施内容 ケアプランデータ連携システムの導入率 

令和 7 年 8 月末時点 令和８年２月末時点 

北海道千

歳市 

市（人口 5 万人

以上 10 万人以

下） 

地域包括支援センターを

中心とした連携の先進事

例、昨年度モデル地域づ

くり事業からのノウハウ

を継承した普及策の方

法論の検討 

30.2% 

（51/169 事業所） 

40.5% 

（66/163 事業所） 

愛知県岡

崎市 

中核市 中核市におけるモデル事

業と市内全域での普及

開始 

3.0% 

（20/664 事業所） 

17.9% 

（122/681 事業所） 

長崎県東

彼杵町 

町・村（人口5万

人以下） 

地域包括支援センターを

中心とした近隣地域広

範囲でのデータ連携 

０％ 

（0/25 事業所） 

66.7% 

（14/21 事業所） 

仙台市 政令市 政令市におけるモデル的

な普及促進開始の取組 

9.3% 

（192/2070 事業所） 

17.0% 

（357/2104 事業

所） 

※導入率の分母となる事業所数は最新時点での介護保険総合データベースの事業所数であるため、増減あり 
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3.2.1 北海道千歳市の取組 

昨年度市内の地域包括支援センターの運営法人で実施したモデル事業を継続する形で、包括を起点

として圏域内外を問わず市内・市外への普及促進を図った。 

本事業では、包括で勤務している法人の担当者が市内外事業所への声掛けや導入・活用支援等の

伴走支援を行った。 

 

図表 3-2 千歳市の普及戦略 

 

 

3.2.2 愛知県岡崎市の取組 

市内の地域包括支援センターのうち、4 つの日常生活圏域を重点地域とし、包括を中心に圏域内の

事業所への声掛けやデータ連携等を実施した。 

また、市内全包括を対象に介護ソフトの操作等に関する研修会や、市内全域の事業所を対象に普及

研修会を行うことで、市内全体での普及促進も図った。 

 

図表 3-3 岡崎市の普及戦略 
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3.2.3 長崎県東彼杵町の取組 

町内唯一の地域包括支援センターを中心とし、町内外問わず現行でケアプランデータのやり取りのあ

る事業所を対象として声掛けを行った。 

先行して開始していた県のモデル事業では町内での連携を中心に、本事業では町外事業所との連携

を並行してアプローチを実施した。 

 

図表 3-4 東彼杵町での普及戦略 

 

 

3.2.4 宮城県仙台市の取組 

全３回に渡り、ケアプランデータ連携システムについての研修会を実施した。各回の対象は①モデル

圏域内事業所、②市内地域包括支援センター、③市内居宅系サービス事業所とした。 

 

図表 3-5 仙台市での普及戦略 
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3.2.5 モデル事業のスケジュール 

地域ごとに内容や進捗に差異はあるが、概ね以下のスケジュールで実施した。 

 

図表 3-6 モデル事業 実施概要 

 

※地域によって内容は異なる 

3.3 事業実施期間 

令和 7 年 10 月～令和 8 年 3 月 
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3.4 実施結果 

3.4.1 北海道千歳市 

（1） 周辺事業所に対する声掛け・導入・活用支援等の伴走支援 

北海道千歳市については、千歳市内で地域包括支援センターを運営するＮＰＯ法人ちとせの介護医

療連携の会が受託した令和6年度モデル地域づくり事業において、千歳市内で一定の普及効果が確認

されていた。このため、地域包括支援センターを中心とした連携の先進事例を把握することを目的に、令

和 7 年 7 月に上記法人及び事務局にて打ち合わせを行った。 

打合せの際、前年度事業において導入に至らなかった事業所が存在することや、人単独で声掛け・導

入・活用支援といった伴走支援を継続するための工数が不足している点が課題として示された。これを

踏まえ、本事業では、前年度事業で得られたノウハウを継承した普及策の方法論を検討することを目的

に、声掛け・導入・活用支援等の伴走支援の取組を継続しつつ、普及対象を市外にも拡大させることで、

より普及促進を図ることとした。取組にあたっては、地域包括支援センターの担当者が中心となり、事務

局が情報提供等の後方支援を行った。 

千歳市内において、前年度事業で関心を示したものの導入に至らなかった事業所や居宅介護支援事

業所を中心に、声掛け・導入・活用支援を含む伴走支援を実施した。 

具体的には、事業所へ連絡し導入意向を確認した上で、当事者意識の醸成や心理的ハードルの低減

を目的に、事業所内で権限を持っている方や現場職員に訪問し、システムを活用することのメリットや最

新の制度状況の伝達、連携したい事業所への個別アプローチ等を実施した。併せて、マニュアルの提供、

システム・介護ソフトの操作方法の伝達、躓きやすいポイントの共有、設定代行やトラブルシューティング

等の導入・活用支援を行った。 

また、市外の事業所に対しては、研修会等への登壇を通して個別相談を受けた事業所に対して、導入

支援を中心に行った。 

（2） ケアプランデータ連携システムの周知も含めた ICT 展示会の開催 

研修会の概要は以下のとおり。 

図表 3-7 地域包括支援センター向け研修会の概要 

開催日時 参加対象者 参加者数 内容 

令和 8 年 2 月 6 日

（金） 13-16 時 

千歳市外の介護

事業者 

60 名 ⚫ ケアプランデータ連携システム・介

護情報基盤の最新動向 

⚫ その他特別講演 3 件、企業展示計

13 社 
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（3） 支援事業所からの声 

令和 6 年度のモデル地域づくり事業において導入・活用支援を行った事業所に対してアンケート調査

を実施し、支援事業所からの意見等を収集した。（回答 14 件） 

アンケート調査の結果は以下のとおり。令和 6 年度以降ケアプランデータ連携システムを継続的に

使っている事業所が 100%であった。全体として伴走支援やケアプランデータ連携システムの活用に関

して前向きな回答が得られており、継続的に使うことで困り事も事業所自身で解決できるようになって

いた。しかし、連携できる事業所の密度不足については課題として多く挙げられていた。 

図表 3-8 事業所の形態 

 

図表 3-9 回答者の役職・職種 
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図表 3-10 ケアプランデータ連携システムの現在の活用状況 

 

 

図表 3-11 事業所内のシステム操作の担当範囲 

 

  

      

    

    ケアプランデータ連携システムを現在 活用し  ま   

（    ）

活用し  る  回答
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図表 3-12 システムの使用中の課題 

 

 

図表 3-13 課題につ  支援の必要性の有  
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図表 3-14 連携の会のシステム導入サポートを受けた感想 

 

 

図表 3-15 システム活用し 良 点、業務効率が向上した点（複数回答） 

 

図表 3-16 システム活用し 悪 点、業務効率が悪化した点（複数回答） 

 

（4） ケアプランデータ連携システムの導入事業所数 

本事業を通して、新たに千歳市内で 13 事業所、市外で 5 事業所が導入につながった。  
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3.4.2 愛知県岡崎市 

愛知県岡崎市については、当初、本事業の趣旨である地域包括支援センターを中心とした利用促進

モデルについて、市によるケアプランデータ連携システムの利用促進の取組が初年度であることを踏ま

え、地域包括支援センターからの連携先となる管内の介護事業所に対しても幅広い利用促進を行った。 

地域包括支援センターに対しては当初、4 か所の地域包括支援センターを主な利用開始圏域として

想定していたが、実際には全地域包括支援センターにて同じ介護ソフトを利用しており、利用準備に必

要な内容が共通していたことから、4 か所の地域包括支援センターに限らず、地域のすべての地域包括

支援センターでの一斉の利用開始に取り組んだ。 

まず令和 7 年 11 月に地域包括支援センターに対して本事業に関することを周知するとともに、岡崎

市においてシステムの利用意向等に関する現状調査を行った。その後、令和 8 年 1 月には市内の全地

域包括支援センターに対するケアプランデータ連携システムに関する研修会をオンラインで開催した。研

修会の開催にあたっては、ケアプランデータ連携システムの利用準備・操作方法の説明に加え、市内の

地域包括支援センターが利用している介護ソフトベンダーも講師として参画し、介護ソフト側のデータ連

携のための設定や操作方法等に関する説明を行った。岡崎市の地域包括支援センターにおいては、介

護ソフトの利用端末がインターネット環境に接続されておらず、閉域網である。地域包括支援センター向

けの研修会を通じて、介護ソフトがケアプランデータ連携に対応した最新のバージョンになっていないこ

とが把握され、追加で後日、介護ソフトベンダーから市内包括全体に対する一斉のアップデートを実施

した。 

また、令和 8 年１月には、市内全域の居宅介護支援事業所・居宅サービス事業所に対してケアプラン

データ連携システムに関する研修会を対面で開催した。午前・午後の 2 部で開催し、計 182 名の参加

者が集まった。研修会では、令和 8 年度下半期から予定されているケアプランデータ連携システムの介

護情報基盤への移行を踏まえ、ケアプランデータ連携システムの利用のメリットやポイント、利用方法や

デモンストレーション等の内容を含め、研修会後に多くの事業所からケアプランデータ連携システムと介

護情報基盤の関係や、複数端末で利用する場合の履歴管理方法、介護ソフトからの出力データの管理、

事務効率化の効果や運用上の留意点等について、様々な質問が寄せられた。 

本事業では市より旗振りし、地域包括支援センターを委託している法人本部にも声掛けをすることで、

全域の地域包括支援センターでの導入を進めることができた。一方、上記設定のなかで、インターネット

環境を介してケアプランデータ連携システムの利用申請を行う際、インターネット環境で接続できるサイ

トにも制限があることから、利用申請サイトに対してもホワイトリストに許可する等の追加の設定が必要

であることが把握された。地域包括支援センターにおいては同様のセキュリティ要件を設けている地域

があるため、他の地域への示唆にもすべく、詳細について事例集にて整理した。 
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（1） 地域包括支援センター向け研修会の開催 

研修会の概要は以下のとおり。 

図表 3-17 地域包括支援センター向け研修会の概要 

開催日時 参加対象者 参加者数 内容 

令和8年 1月22日

（木） 10-12 時 

岡崎市内全域の

地域包括支援セ

ンター 

38 名 

約 20 事

業所 

⚫ ケアプランデータ連携システムの

利用登録・操作方法 

⚫ 地域包括支援センター利用介護ソ

フト上のケアプランデータ連携のた

めの操作の実体験 

（2） 市内事業所向け研修会の開催 

研修会の概要は以下のとおり。 

図表 3-18 市内事業所向け研修会の概要 

開催日時 参加対象者 参加者数 内容 

令和8年 1月27日

（火）  

合計 3 回開催 

 

岡崎市内全域の

居宅介護支援事

業所・居宅サービ

ス事業所 

約 180 名 

約 120 事

業所 

（ ２ 回 合

計） 

⚫ 本モデル事業の説明 

⚫ 介護情報基盤やケアプランデータ

連携システムに関する最新の動向 

⚫ ケアプランデータ連携システムの

利用登録・操作方法 

⚫ ケアプランデータ連携システムの

操作体験（対面のみ） 

（3） ケアプランデータ連携システムの導入事業所数 

本事業を通して、令和８年３月時点で、市内の基幹型地域包括支援センター１か所以外は連携のため

の設定を完了できるようになった。 
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3.4.3 長崎県東彼杵町 

（1） 町外の事業所に対する声掛け 

長崎県東彼杵町については、長崎県のケアプランデータ連携システム導入モデル事業の自治体とし

て年度内のデータ連携開始を予定しており、まず令和７年 10 月にモデル事業とも関連した追加の課題

について長崎県、モデル事業委託業者の長崎県介護支援専門員協会、東彼杵町地域包括支援セン

ターおよび事務局にて打合せを行った。 

打合せの際、東彼杵町地域包括支援センターよりモデル事業を通じて町内の事業所とは連携開始の

見通しが立ったものの、町外の事業所との連携も始まらない限り、紙での共有とデータ連携の両方の業

務が引き続き残ってしまうとの懸念が示された。その懸念を受け、関係各位での協議により、本事業で

は県のモデル事業でデータ連携を開始する町内事業所以外の、町外の事業所に対してデータ連携の開

始のための声掛けや支援を行うこととした。 

町外の事業所への声掛けに際しては、東彼杵町地域包括センターからのケアプランのやり取りがある

町外の事業所８カ所の情報を受け、長崎県から当該事業所の保険者への協力依頼を行い、事務局から

も保険者に対する説明を行った。 

その後、事務局より直接、8 事業所に対する導入の声掛けを行うとともに、令和８年２月にはケアプラ

ンデータ連携システムの導入（見込み）を要件とする国の処遇改善に関する施策が発表されたことを受

け、追加の情報提供を行った。 

しかしながら、８事業所のうち、７事業所に関しては、「介護ソフトを未導入、もしくはセキュリティの課

題がある等、ケアプランデータ連携システムを使うための環境が整っていない」や「他の事業所と足並み

を揃えて導入したい」との理由により、今年度中の利用開始を見送った。 

また、令和８年１月には、事務局より東彼杵町地域包括支援センターの現状を確認し、町内の事業所

については、県のモデル地域づくり事業の枠組みでも取組が進められていたところではあるが、年度末

２月の時点でも導入に至っていない２事業所について、本事業の枠組みにおいてもアプローチを行った。

うち１事業所については、今年度中の導入意向なしであったが、もう１事業所については実際には既に導

入済みであるものの、活用に至っていない状況とお伺いした。 

そのため当該事業所については訪問の上、活用支援を実施した。訪問時の状況としては、電子証明

書の発行は完了していたものの、実際にはシステムの利用申請は未実施であった。このため、まずは利

用申請の実施の上、電子証明書のインストール、システムのインストール及びログイン設定、介護ソフト

からのケアプラン・サービス提供表の出力、システムを用いたデータ送信（テストとして２事業所間で実

施）、並びに介護ソフトでの実績取り込み時の操作方法の説明等、一連の運用に関する支援を行った。

今後については、東彼杵町地域包括支援センターに対して事業所より状況を共有いただくとともに、近

隣事業所との間で実際のデータ連携を試行いただく予定である。 

 

（2） 町外の事業所に対するデータ連携開始支援 

一方、８事業所のうち、残りの１事業所を経営している法人からは導入への関心をお示しいただき、令

和８年１月、事務局より法人本部に対するケアプランデータ連携システムについてのご説明を実施した。 
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法人本部への説明の際には、ケアプランデータ連携システムに関する説明や、導入事業所からの声、

介護情報基盤との今後の統合の見通しや、処遇改善加算との要件との関連に関する説明を行った。 

その結果、法人では２事業所に対する導入を決定し、事務局より導入に際しての伴走支援を行った。

伴走支援に際しては、まず公益財団法人国民健康保険中央会でも公開している利用開始の全ステップ

の事前準備の内容に沿って、法人のパソコン環境や介護ソフトの環境、介護報酬請求用の電子証明書

の状況を確認した。その結果、電子証明書について法人内で一部事業所に対してのみ発行されており、

現在は利用されていないことから、再発行の手続きを一緒に行った。当該事業所では代理請求を行って

いることから、電子証明書を保有しておらず、介護 DX 証明書を発行することで対応した。電子証明書

の再発行後、システムのインストールを一緒に実施した。最後に、事業所現地にて実際に介護ソフトでの

実績出力及び予定取り込みを含め、システムの操作説明を実施した。 

 

図表 3-19 ケアプランデータ連携システムの利用開始までの全体ステップ 

出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システム スタートガイド（導入フロー編）」2025年 9月 26日版，p.2，

https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧） 

 

 



 

22 

 

図表 3-20導入事業所 らの声 
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図表 3-21介護情報基盤との今後の統合の見通しにつ   

 
出所：公益社団法人国民健康保険中央会「介護情報基盤の概要 介護事業所のみなさまへ」2026年 2月版，p.6，

https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧） 

表 3-22 処遇改善加算との関連につ   
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3.4.4 宮城県仙台市 

（1） モデル事業内容の検討 

宮城県仙台市については、本事業の検討委員会にご参画いただいている伊丹委員（全国地域包括・

在宅介護支援センター協議会 制度･政策委員会 委員並びに社会福祉法人 仙台ビーナス会 西中田

地域包括支援センター 所長）のご協力及び仙台市への働きかけのもと、まずは市内で ICT活用に積極

的である東仙台地域包括支援センターでの連携を開始することを目的として、令和７年 12 月に仙台市

と事務局にて打合せを行った。 

仙台市では当初、ケアプランデータ連携システムに個人情報を載せることについて、市のシステム部

門に許可を取る必要があり、まずはその手続きを実施されてからの事業参画決定であったため、他モデ

ル地域と比較して遅れての事業開始となった。また市内におけるケアプランデータ連携システムの導入

がなかなか進んでいない現状（令和６年７月時点の導入率：9.3%（192/2070 事業所））を踏まえ、本

事業では、事業所向けのケアプランデータ連携システムの周知・導入促進のための研修会を開催するこ

ととした。 

 

（2） 中心となる地域包括支援センターの圏域内事業所向け研修会の開催 

東仙台地域包括支援センターの圏域内を中心とした事業所向け研修会を以下の通り開催した。 

図表 3-23 中心となる地域包括支援センターの圏域内事業所向け研修会の概要 

開催日時 参加対象者 参加申込数 内容 

令和 8 年 2 月 4 日

（水） 

10-12 時 

東仙台地域包括

支援センターの圏

域内の居宅介護

支援事業所・居宅

サービス事業所 

※圏域外からも

参加受付 

24 事業所 

37 名 

⚫ 本事業の説明 

⚫ 介護情報基盤やケアプランデー

タ連携システムに関する最新の

動向 

⚫ ケアプランデータ連携システム

の利用登録・操作方法 

⚫ ケアプランデータ連携システム

の操作体験 
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（3） 地域包括支援センター向けの研修会の開催 

仙台市内の地域包括支援センター向けの研修会を以下の通り開催した。 

図表 3-24 地域包括支援センター向け研修会の概要 

開催日時 参加対象者 参加者数 内容 

令和8年2月 17日

（火） 

16-17 時 

仙台市内全域の

地域包括支援セ

ンター 

51 センター ⚫ 本事業の説明 

⚫ 介護情報基盤やケアプランデー

タ連携システムに関する最新の

動向 

⚫ ケアプランデータ連携システム

の利用登録・操作方法 

（4） 市内事業所向け研修会の開催 

仙台市内の居宅系サービス事業所向けの研修会を以下の通り開催した。 

図表 3-25 市内事業所向け研修会の概要 

開催日時 参加対象者 申込数 内容 

令和8年3月 19日

（木） 

10-12 時半 

仙台市内全域の

居宅系サービス 

会場：74 

オンライン：

263（１事業

所当たり複

数名の申込

を含む） 

 

⚫ 本事業の説明 

⚫ 介護情報基盤やケアプランデー

タ連携システムに関する最新の

動向 

⚫ ケアプランデータ連携システム

の利用登録・操作方法 

⚫ ケアプランデータ連携システム

の操作体験 
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また、上記市内事業所向け研修会では、終了後アンケートを実施した。主な結果は以下の通り。 

図表 3-26 参加した事業所のサービス種別（n=176） 

 

図表 3-27 参加した主な理由 

⚫ システムを理解 るため・情報収集のため 

⚫ 介護情報基盤につ  の理解を深めるため 

⚫ システムの導入・活用を検討し  るため 

⚫ 処遇改善加算の要件となると聞 たため 

⚫ 実際にシステムを使っ みた ったため 

⚫ 既にシステムは導入済みだが、運用に至っ  な ったため 

 

図表 3-28 研修内容につ  （１） （n=176） 

 

図表 3-29 研修内容につ  （２）（n=176） 

 

 

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

47.7% 51.7% 0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大変参考になる 参考になる あまり参考にならな 

35.8% 51.7% 12.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に役に立つ 役に立つ 少し役に立ちそう 役に立たな 
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図表 3-30 ケアプランデータ連携システムの導入状況（n=176） 

 

 

図表 3-31 【図表 3-30に 導入 ることは決まっ  るが、まだ導入し  な 場合】 

ケアプランデータ連携システムの導入の予定（n=87） 

 

図表 3-32 【図表 3-31に 導入時期・予定が決まっ  る場合】 

ケアプランデータ連携システムの導入予定時期（n=31） 

 

図表 3-33 【図表 3-31に 検討中の場合】どのような制度、支援等があれば導入に繋がる  

⚫ 導入・利用に  る費用に対 る支援 

⚫ 事業所への導入説明のための人的支援 

⚫ 通所介護計画書等の他資料の共有機能 

⚫ 事業所への導入 しくは導入後の指導や個別支援 

⚫ 法的な義務化 

 

  

13.1% 49.4% 36.9% 0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入し  る

導入 ることは決まっ  るが、まだ導入し  な 

検討中

導入 るつ りはな 

35.6% 64.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入時期・予定が決まっ  る 導入時期は決まっ  な 

38.7% 61.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2026年３月末 2026年４～６月 2026年７～12月 2027年1月以降
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図表 3-34 【図表 3-31に 検討中 しくは導入し  な の場合】 

導入し  な 理由（複数回答）（n=66） 

 

図表 3-35 【図表 3-34に 「法人（本部、上司等上層部）の理解が得られな 、法人の方針が決まっ  な

 、法人が検討し  な 」の場合】説得が難し ポイントや懸念点 

⚫ システム対費用効果につ   

⚫ 法人にとっ のメリットの伝え方 

⚫ 大きな法人のため、方針が決まらな と難し  

⚫ 法人内の各拠点で使用し  る介護ソフトが統一され  な  

 

図表 3-36 【図表 3-34に 「その他」の場合】その他の内容 

⚫ 法人とし の方針が未定であるため 

⚫ 普段やり取りのある事業所での対応状況が不明であるため 

 

  

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

その他

事務負担や事務の種類が多くなる

経費削減につながると思えな 

セキュリティー面で懸念がある

同様の機能を持つソフトを使用し  る

実地指導につ  懸念がある

ソフトが対応し  な 

導入の方法がわ らな 

費用が高 

機能やメリットがわ らな 

法人（本部、上司等上層部）の理解が得られな 、法人の

方針が決まっ  な 、法人が検討し  な 

普及率が低く、メリットが小さ 
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（5） ケアプランデータ連携システムの導入事業所数 

本事業を通して、令和８年３月時点で、東仙台地域包括支援センターでは３件の事業所との連携がで

きるようになった。 
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4. 地域におけるデータ連携促進モデルの手引きへの事例提供 

厚生労働省「令和５年度介護事業所におけるデータ連携による生産性向上に関する調査研究等一式」

にて作成した「地域におけるデータ連携促進モデルの手引き」の内容に、2,3 で収集した事例を別添付

録資料として加えることで、手引きの更新を行った。作成した事例の内容は次項以降のとおり。 

 

図表 4-1 地域包括支援センターを核にした連携促進モデル 事例
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5. 事業全体のまとめ 

本事業は、令和８年度以降、順次利用開始される「介護情報基盤」に格納するケアプラン情報について、自

治体主導で事業所グループを作り、面的に利用促進を図る手法の更なる検討を目的として実施した。具体的

には、一部の自治体にて既に取り組まれている地域包括支援センターを中心としたケアプランデータ連携の普

及活動を参考に、他地域においても地域包括支援センターを中心としたモデル作りを行うことを目的として実

施した。 

まずは、令和６年度「ケアプランデータ連携促進モデル地域づくり事業」を実施した自治体や、ケアプランデー

タ連携システムの登録率が高くなっている先行自治体における地域包括支援センター等を対象に、地域包括

支援センターを中心としたケアプランデータ連携システムの普及促進の取組についてヒアリング調査にて把握

した。 

今回のヒアリング対象の５か所については、他自治体に先駆けて取組を始めたものの、まだ模索中の自治体

も含まれていたが、一部の先進事例においては、町内で先進的な事業所での評判が口コミで広がり、さらに地

域包括支援センターより導入のサポートの提案をすることで、90％以上の事業所のデータ連携につなげた事

例も見受けられた。 

一方、地域包括支援センターについては既存の担当圏域内の介護（予防）事業所等の地域資源との関係を

活かしてケアプランデータ連携システムの中核となることが期待されているが、今回のヒアリング対象の地域包

括支援センターの中では新設のセンターであることから、ケアプランデータ連携システムを地域との関係性作

りのきっかけとして普及活動を進めた事例も確認された。 

また、本事業では地域包括支援センターを中心にして面的に利用を拡大していく手法について、モデル地域

として北海道千歳市、愛知県岡崎市、長崎県東彼杵町、宮城県仙台市を選定し、ケアプランデータ連携システ

ムの普及促進のモデル事業を実施した。４地域については、それぞれ政令指定都市・中核市・一般市町が含ま

れる形で、様々な規模の地域における地域包括支援センターを中心とした普及策に関する試行的な取組を

行った。 

なお、４地域のうち、北海道千歳市を除く３地域については令和７年度下半期より取組を始めたため、地域

包括支援センター向けの研修会から地域全体の介護事業所向けの研修会を開催する等、まずは地域として

データ連携を進める意思表明も含めた周知・広報を開始する内容が中心であった。令和８年度にはケアプラン

データ連携システムが介護情報基盤に統合される予定であることや、引き続き処遇改善加算の上乗せ要件と

してもシステムの活用が増える見込みである時代背景も踏まえ、今年度の取組をきっかけとして更なる普及促

進が望まれる。 

一方、今回のモデル事業の事例により、システムを地域で普及促進するにあたり、介護事業所としての目線

を持ち合わせている身近な存在の地域包括支援センターが旗振り役となる、もしくは中心となる他の介護事業

や保険者等の自治体担当者と連携・協力体制を組み、実際の普及促進を主体的に担う、もしくは後方支援を

行うことは有効であると考えられた。取組の中で、まだシステムを使い始める前は心理的な不安や障壁が存在

することに対し、地域包括支援センター等からの支援の声掛けがあることで、その不安の解消につながること

も示された。地域包括支援センターについても人材不足の問題は業界共通であるが、実際に使い始めると問

合せの発生も少なく、事業所側にて使い慣れることで自己解決もできるようになるため、実際の問合せはあま

り発生していないとの話もあった。また、他ではなく、地域包括支援センターが旗振り役となる意義としては、地

域包括支援センター自ら連携先となる、または連携先を見つけるつなぎ役になることで、連携を実際に開始で

き、効果を実感できることで、継続につながることと考えられた。  

本事業の上記成果については、「包括支援センターを核にした連携促進モデル 事例」に取りまとめ、厚生労

働省「地域におけるデータ連携促進モデルの手引き」への提供を行った。 

 



 

42 

 

6. 参考資料 

6.1 ケアプランデータ連携システム研修会資料一式（岡崎市の例）  
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出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システム スタートガイド（導入フロー編）」2025年 9月 26日版，p.4，

https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧） 
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出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システム スタートガイド（導入フロー編）」2025年 9月 26日版，p.6，

https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧） 

 

出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システム スタートガイド（導入フロー編）」2025年 9月 26日版，p.7，

https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧） 
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出所：公益社団法人国民健康保険中央会「介護情報基盤の概要 介護事業所のみなさまへ」 2026年 2月版，p.6，

https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧） 
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出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システムに関 る最新情報（全国自治体向けオンラインセミナー）」  

2026年 1月 14日版，p.1，https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧） 

 

https://www.careplan-renkei-support.jp/index.html
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出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システムに関 る最新情報（全国自治体向けオンラインセミナー）」  

2026年 1月 14日版，p.2，https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧） 

 

出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システムに関 る最新情報（全国自治体向けオンラインセミナー）」  

2026年 1月 14日版，p.3，https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧 

 

  

https://www.careplan-renkei-support.jp/index.html
https://www.careplan-renkei-support.jp/index.html
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出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システムに関 る最新情報（全国自治体向けオンラインセミナー）」  

2026年 1月 14日版，p.4，https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧 

 

出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システムに関 る最新情報（全国自治体向けオンラインセミナー）」  

2026年 1月 14日版，p.5，https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧 

  

https://www.careplan-renkei-support.jp/index.html
https://www.careplan-renkei-support.jp/index.html
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出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システムに関 る最新情報（全国自治体向けオンラインセミナー）」  

2026年 1月 14日版，p.6，https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧 

 

出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システムに関 る最新情報（全国自治体向けオンラインセミナー）」  

2026年 1月 14日版，p.7，https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧 

 

  

https://www.careplan-renkei-support.jp/index.html
https://www.careplan-renkei-support.jp/index.html
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出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システムに関 る最新情報（全国自治体向けオンラインセミナー）」  

2026年 1月 14日版，p.8，https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧 

 

出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システムに関 る最新情報（全国自治体向けオンラインセミナー）」  

2026年 1月 14日版，p.9，https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧 

  

https://www.careplan-renkei-support.jp/index.html
https://www.careplan-renkei-support.jp/index.html


 

5 

 

 

出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システムに関 る最新情報（全国自治体向けオンラインセミナー）」  

2026年 1月 14日版，p.10，https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧 

 

 

出所：公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システム スタートガイド（導入フロー編）」2025年 9月 26日版，p.4，

https://www.careplan-renkei-support.jp/message/index.html（2026年 3月 23日閲覧） 
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6.2 仙台市ケアプランデータ連携システム研修会 終了後アンケート 

 



 

40 

 

  



 

41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7年度厚生労働省老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分） 

介護情報基盤を見据えた地域包括支援センターを核にしたケアプランデータ連携の利用促進モデルに関

 る調査研究 報告書 

令和 8（2026）年 3月発行 

株式会社三菱総合研究所 

医療・介護DX本部 

〒100-8141 東京都千代田区永田町 2-10-3 

TEL 03（6858）3593  FAX 03（5157）2143 

本調査研究は、令和 7 年度老人保健事業推進費等補助金の助成を受け行ったものです。 


